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宇都宮市教育委員会                                         

 

 



会  議  次  第 
 
 
１ 開  会 
 
２ あいさつ 
 
３ 委員紹介 
 
４ 副委員長選出 
 
５ 議  事 

   報告事項 

① 令和元年度「第３次宇都宮市地域教育推進計画」に関する施策事業の 

実績評価について                     【資料１】 

 

   協議事項 

① 令和２年度栃木県社会教育委員協議会評議員の選出について 【資料２】 

 

② 「うつのみや人づくり推進委員会」への委員の推薦について 【資料３】 

 

 ③ 「社会の要請」に対応する学習の提言書について      【資料４】 

 

６ そ の 他         
  
７ 閉  会 



宇都宮市社会教育委員名簿 

 
任期：令和元年７月１日～令和３年６月３０日 

 

 

区 分 № 氏 名 役職名等 備考 

学校教育 

関係者 

１ 菅野
す が の

 光
みつ

広
ひろ

 
宇都宮工業高等学校長（栃木県高等学校長会

宇都宮支部） 
 

２ 鈴木
す ず き

 克
かつ

伸
のぶ

 横川中学校長（宇都宮市中学校長会）  

３ 鈴木
す ず き

 惠
けい

治
じ

 昭和小学校長（宇都宮市小学校長会）  

４ 今井
い ま い

 政
まさ

範
のり

 
宇都宮地区幼稚園連合会会長（宇都宮地区幼

稚園連合会） 
 

社会教育

関係者 

５ 新妻
にいづま

 克
よし

隆
たか

 公益社団法人宇都宮青年会議所理事長  

６ 小林
こばやし

 純枝
す み え

 宇都宮市体育協会副会長  

７ 松本
まつもと

 弘元
こうげん

 宇都宮市文化協会常任理事  

８ 石塚
いしづか

 勝
まさる

 宇都宮市子ども会連合会会長  

９ 福田
ふ く だ

 治
はる

久
ひさ

 宇都宮市ＰＴＡ連合会会長  

10 大森
おおもり

 幹夫
み き お

 宇都宮市地域まちづくり協議会副会長  

11 小林
こばやし

 剛
つよし

 宇都宮市青少年指導員会会長  

12 深津
ふ か つ

 佐
さ

由美
ゆ み

 
若松原中学校地域協議会地域コーディネー

ター 
 

13 熊倉
くまくら

 悦子
え つ こ

 新田小放課後子ども教室コーディネーター  

家庭教育

関係者 
14 小池

こ い け

 操子
み さ こ

 宇都宮市家庭教育支援活動者  

学識 

経験者 

15 河田
か わ た

 隆
たかし

 宇都宮共和大学教授 委員長 

16 佐々木
さ さ き

 一
かず

隆
たか

 宇都宮大学教授  

17 若園
わかぞの

 雄志郎
ゆ う しろ う

 宇都宮大学准教授  

18 増渕
ますぶち

 幸男
ゆ き お

 上智大学名誉教授  

19 内藤
ないとう

 良
よし

弘
ひろ

 市議会議員  

20  委嘱手続き中  
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令和元年度「第３次宇都宮市地域教育推進計画」に関する施策事業の実績評価について 

 
◎ 趣 旨 

平成３０年３月に策定した「第３次宇都宮市地域教育推進計画」（以下「本計画」

という。）の計上事業における令和元年度の事業実績を踏まえ，進捗状況の確認とと

もに，課題や今後の方向性について報告するもの 
 
１ 計画の位置づけ 

本計画は，「第６次宇都宮市総合計画基本計画」の分野別計画であるとともに，本

市における「人づくり」の指針である「うつのみや人づくりビジョン（宮っこ未来ビ

ジョン）」の基本的考え方や方向性を受けた，社会教育行政において最も基本となる

計画である。 
 
２ 計画期間 

本計画は２０１８（平成３０）年を開始年次とし，２０２７（令和９）年を目標年

次とする１０か年の計画であり，２０２２（令和４）年に中間見直しを行う 
 
３ 計画の進行管理 

本計画に関連する各種施策・事業について，事業を所掌する関係課においてその取

組実績を定量的に把握・評価を行うとともに，教育委員会の附属機関である「社会教

育委員の会議」に報告し，意見を聴取することとし，効果的な推進を図るものとする。 

 
４ 計画の体系・・・・・参考資料「第３次宇都宮市地域教育推進計画」の概要 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「学びを通して，社会の変化に対応できる高い人間力を育むとともに，地域ぐるみの教育活

動により，一人ひとりが活躍できる社会を実現する」 

【基本目標Ⅰ】 

一人ひとりが自己の実現や生活

の向上，地域社会の発展に向け

て主体的に学習活動に取り組ん

でいます。 

１ 主体的な学習活動への支援 

２ 社会性を高める学習の推進 

３ 今日的課題に対応した取組の推進 

４ 教育支援の充実 

５ 地域と学校の連携・協働による教育活動の充実

６ 子どもも大人もともに学び育つ教育活動の充実

基本理念 

７ 多様な主体による学習機会の提供 

資料１

〈 ９つの施策 〉 

８ 学習活動を支える人材の育成 

９ 郷土愛や地域理解を促進する取組の推進 

【基本目標Ⅱ】 

地域・学校・家庭が相互に連携・

協力し，地域全体で学び合い育

ち合う教育活動に取り組んでい

ます。 

【基本目標Ⅲ】 

多様な主体や人がつながりを深

め，様々な場面で学んだ成果を

生かして活動しています。 
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５ 令和元年度実績評価について・・・・・・別紙調査票 

  基本目標ごとの評価 

  

 

 

 

 

 

・基本目標１ 一人ひとりが自己の実現や生活の向上，地域社会の発展に 向けて主体

的に学習活動に取り組んでいます 

【施策１】「主体的な学習活動への支援」  

・１２事業（Ａ：６，Ｂ：５，Ｃ：１） ⇒うち新規事業 ２事業 

＜重点事業＞ 事業番号１ 生涯学習センター等における学習機会の充実 

（指標名：生涯学習センター等の利用者数） 

平成 29 年度
（基準値） 

平成 30 年度
令和元年度 

評価 
令和４年度

実績 (目標値) （目標値）

1,788 千人 1,761 千人 1,754 千人 (1,792 千人) Ｂ (1,800 千人)

 

事業番号２ ＩＣＴに対応した学習の推進（新規事業） 

（指標名：ＩＣＴを活用し提供した講座数） 

平成 29 年度
（基準値） 

平成 30 年度
令和元年度 

評価 
令和４年度

実績 (目標値) （目標値）

- ０講座 １講座 (３講座) Ｃ (１０講座) 

   

【施策２】「社会性を高める学習の推進」  

・５事業（Ａ：３，Ｂ：２） ⇒うち新規事業 １事業 

＜重点事業＞ 事業番号１０ 生活課題解決型講座の充実 

（指標名：生活課題解決型講座受講者数） 

平成 29 年度
（基準値） 

平成 30 年度
令和元年度 

評価 
令和４年度

実績 (目標値) （目標値）

2,676 人 2,677 人 2,532 人 (2,725 人) Ｂ (2,800 人) 

 

【施策３】「今日的課題に対応した取組の推進」  

・８事業（Ａ：６，Ｂ：２） ⇒うち新規事業 ４事業 

  ＜重点事業＞ 事業番号１５ 様々な困難を有する人の学習活動への支援（新規事業） 

（指標名：様々な困難を有する人への学習提供数） 

平成 29 年度
（基準値） 

平成 30 年度
令和元年度 

評価 
令和４年度

実績 (目標値) （目標値）

３回 ６回 ７回 (５回) Ａ (１０回) 

 

 

【構成事業の評価基準】 

・年次目標に対する実績が１００％以上    ： Ａ（順調） 
・年次目標に対する実績が７０～１００％未満 ： Ｂ（概ね順調） 
・年次目標に対する実績が７０％未満     ： Ｃ（順調でない） 
・事業の終了，中止など           ： Ｄ（終了等） 
・新規事業開始に向けて準備，検討中     ： Ｅ（検討中） 
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《基本目標１の評価》 

 全２５事業中１６事業がＡ（順調），８事業がＢ（概ね順調）であり，基本目標１

全体としては順調である。しかし，施策１の重点事業である事業番号２「ＩＣＴに

対応した学習の推進」について，令和元年度には本課で動画を作成し配信したとこ

ろではあるが，動画の内容や配信方法の検討，動画の作成などに時間を要したため，

実績が１講座でＣ（順調でない）となった。 

 

・基本目標２ 地域・学校・家庭が相互に連携・協力し，地域全体で学び合い育ち合う教

育活動に取り組んでいます 

【施策４】「家庭教育支援の充実」  

・４事業（Ａ：１，Ｂ：２，Ｃ：１） ⇒うち新規事業 ２事業 

＜重点事業＞ 事業番号２２ 家庭教育支援講座の充実 

（指標名：家庭教育支援に係る講座等の実施回数） 

平成 29 年度
（基準値） 

平成 30 年度
令和元年度 

評価 
令和４年度

実績 (目標値) （目標値）

４３回 ４５回 ４３回 (４７回) Ｂ (６０回) 

 

【施策５】「地域と学校の連携・協働による教育活動の充実」 

・３事業（Ａ：２，Ｂ：１） ⇒新規なし 

＜重点事業＞ 事業番号２６ 魅力ある学校づくり地域協議会活動の充実 

（指標名：魅力ある学校づくり地域協議会による学校教育支援活動数） 

平成 29 年度
（基準値） 

平成 30 年度
令和元年度 

評価 
令和４年度

実績 (目標値) （目標値）

929 回 912 回 1,044 回 (935 回) Ａ (950 回) 

 

【施策６】「子どもも大人もともに学び育つ教育活動の充実」 

・６事業（Ａ：１，Ｂ：４，Ｅ：１） ⇒うち新規事業 ２事業 

＜重点事業＞ 事業番号２９ 宮っ子ステーション事業の充実 

（指標名：宮っ子ステーション実施校区数） 

平成 29 年度
（基準値） 

平成 30 年度
令和元年度 

評価 
令和４年度

実績 (目標値) （目標値）

５２校区 ５３校区 ５４校区 (５７校区) Ｂ (６７校区) 

 

《基本目標２の評価》 

全１３事業中４事業がＡ（順調），７事業がＢ（概ね順調）であり，基本目標２全

体としては概ね順調である。しかし，施策４の事業番号２４「訪問型家庭教育支援

の仕組みづくり」については，関係課が行う３歳児健診未受診家庭への訪問事業と

連携して対象家庭を抽出し，訪問型家庭教育支援の情報提供を行ったが，対象家庭

が少なく希望者もいなかったことからＣ（順調でない）となった。また，施策６の

事業番号３０「学校を場とした地域の交流促進」については，令和３年度からの実

施に向け事業の進め方を検討しておりＥ（検討中）となった。 
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・基本目標３ 多様な主体や人がつながりを深め，様々な場面で学んだ成果を生かして活

動しています 

【施策７】「多様な主体による学習機会の提供」 

・８事業（Ａ：４，Ｂ：４） ⇒うち新規事業 ２事業 

＜重点事業＞ 事業番号 再(１６)ＮＰＯ・大学・企業等と連携した学習の推進（新規事業） 

（指標名：企業等と連携した講座開催数） 

平成 29 年度
（基準値） 

平成 30 年度
令和元年度 

評価 
令和４年度

実績 (目標値) （目標値）

３０回 ４４回 ４７回 (３４回) Ａ (４０回) 

 

【施策８】「学習活動を支える人材の育成」  

・５事業（Ａ：３，Ｂ：２） ⇒うち新規事業 ２事業 

＜重点事業＞ 事業番号 再(２３)家庭教育支援活動者の育成（新規事業） 

（指標名：家庭教育支援活動者数） 

平成 29 年度
（基準値） 

平成 30 年度
令和元年度 

評価 
令和４年度

実績 (目標値) （目標値）

- ２７人 ２９人 (２５人) Ａ (５０人) 

 

【施策９】「郷土愛や地域理解を促進する取組の推進」  

・７事業（Ａ：２，Ｂ：４，Ｃ：１） ⇒うち新規事業 ２事業 

＜重点事業＞ 事業番号４１ 地域学講座の充実 

（指標名：地域学講座の受講者数） 

平成 29 年度
（基準値） 

平成 30 年度
令和元年度 

評価 
令和４年度

実績 (目標値) （目標値）

７００人 ８２５人 ７７５人 (７４０人) Ａ (８００人) 

 

《基本目標３の評価》 

全２０事業中９事業がＡ（順調），１０事業がＢ（概ね順調）であり，重点事業は

全てＡ評価であるなど，基本目標３全体としては概ね順調である。しかし，施策９

の事業番号４２「外国人住民に向けた地域理解促進」については，令和２年３月に

外国人住民を対象とした講座の実施を予定していたが新型コロナウイルス感染拡

大の影響を受け，講座を中止とする判断をしたためＣ評価（順調でない）となった。 
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  計画全体の評価と今後の取組方針 

①令和元年度の全体評価               ※（ ）は重点事業の内数 

   ・計画全体としては，関係各課の着実な事業の推進により約半数の事業の進捗

がＡ評価，Ｂ評価の事業も含めると９割以上となり，概ね順調である。 
・Ｃ評価について，平成３０年度に C 評価だった２事業のうち１事業は，令和

元年度でＡ評価に転じたものの，平成３０年度にＥ評価だった５事業のうち

２事業が令和元年度にＣ評価となったため，３事業と増加した。 
・新型コロナウイルス感染拡大により，２月，３月は中止とした事業も多く，

Ｃ評価となった事業番号４２「外国人住民に向けた地域理解促進」を始め，

多くの事業の利用者数や講座数などの実績に影響が出た。 
 

②今後の取組方針 

【計画全体】 

・「順調」，「概ね順調」の進捗が９割以上を占めることから，各事業において

今後の課題や方向性などを明確にしながら，引き続き目標の達成に向けて着

実な事業の推進に取り組んでいく。 

・新型コロナウイルスへの対応は令和２年度も続いており，各事業の進捗に大

きな影響を与えていることから，感染症の状況や「新しい生活様式」を踏ま

え，適切な対応をとりながら事業を進めていくとともに，ＩＣＴの活用など

事業実施の工夫を検討しながら取り組んでいく。 

 

【Ｃ評価の事業】 

・事業番号２「ＩＣＴに対応した学習の推進」 

⇒ 今後の継続的かつ多様な動画の配信や質の向上に向けて，大学等の

専門的な技術を有する機関との連携について検討するとともに，新型

コロナウイルスに伴う外出自粛なども踏まえ，様々な講座の動画配信

による学習機会の提供についても積極的に検討していく。 

 

目
標 

施 策 名 
事
業
数 

事業の進捗度 
新
規 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

Ⅰ 
１ 主体的な学習活動への支援 １２ ６ ５(1) １(1) - - ２

２ 社会性を高める学習の推進 ５ ３ ２(1) - - - １

３ 今日的課題に対応した取組の推進 ８ ６(１) ２ - - - ４

Ⅱ 
４ 家庭教育支援の充実 ４ １ ２(1) １ - - ２

５ 地域と学校の連携・協働による教育活動の充実 ３ ２(1) １ - - - -

６ 子どもも大人もともに学び育つ教育活動の充実 ６ １ ４(1) - - １ ２

Ⅲ 
７ 多様な主体による学習機会の提供 ８ ４(1) ４ - - - ２

８ 学習活動を支える人材の育成 ５ ３(1) ２ - - - ２

９ 郷土愛や地域理解を促進する取組の推進 ７ ２(1) ４ １ - - ２

合     計 ５８ ２８(5) ２６(4) ３(1) ０ １ １７

（参考）平成３０年度の評価 ５８ ３１(5) ２０(4) ２(1) ０ ５ １７
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    ・事業番号２４「訪問型家庭教育支援の仕組みづくり」 

      ⇒ 令和２年度からは，令和元年度の取り組みに加え，関係課が新たに実

施する「未就園児（満４歳）全戸訪問」事業と連携する。新たな連携に

おいては，連携事業の訪問結果に基づき，関係課との協議により対象家

庭を把握し，訪問を実施できるよう，手法等を検証しながら取り組んで

いく。 

 

・事業番号４２「外国人住民に向けた地域理解促進」 

      ⇒ 令和２年３月２１日に外国人住民を対象として開催を予定していた

「地域の防災」をテーマにした講座について，新型コロナウイルス感染

症の状況を踏まえながら再度関係課と実施時期などを調整し，外国人

住民の地域理解に取り組んでいく。 

 



調　査　表 別紙　 

活動指標名 年度 H29 H30 R1 R2 R3 R4

目標値 1,790 1,792 1,795 1,797 1,800

実績 1,788 1,761 1,754

目標値 1 3 5 7 10

実績 - 0 1

目標値 33 34 35 36 38

実績 32 33 35

目標値 5,150 5,190 5,235 5,275 5,320

実績 5,081 5,166 5,437

目標値 630 700 700 700 700

実績 616 680 689

目標値 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000

実績 6,000 7,000 7,000

目標値 2,870 2,900 2,930 2,960 3,000

実績 2,840 2,919 2,235

目標値 264 277 290 303 316

実績 245 246 230

目標値 945,200 954,500 964,200 973,500 983,600

実績 935,887 916,254 1,009,426

目標値 84,000 86,000 88,000 90,000 103,500

実績 81,819 117,352 170,329

目標値 1,598,000 1,598,500 1,599,000 1,599,500 1,600,000

実績 1,597,812 1,531,787 1,485,624

目標値 80 80 80 80 81

実績 79 82 84

目標値 100 100 100 100 100

実績 - 98 97

施
策
１
　
主
体
的
な
学
習
活
動
へ
の
支
援

　
基
本
目
標
Ⅰ
　
一
人
ひ
と
り
が
自
己
の
実
現
や
生
活
の
向
上
，
地
域
社
会
の
発
展
に
向
け
て
主
体
的
に
学
習
活
動
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す

。

子ども読書活動の推進

図書館レファレンス
サービスの利用促進

中央図書館

　大人のモラル育成講座「コドモのメセン」についての動画を作成し，ＹｏｕＴｕｂｅでの配信や
ホームページへの掲載を行ったが１講座の配信に留まった。
　今後は，より多くの動画の配信に向け，引き続き，動画の効果的な内容やＳＮＳを活用した
配信方法などの検討を進めるとともに，大学等との連携により質が高く継続的な動画の配信
を検討するなど，市民がいつでもどこでも学べる環境づくりの推進に取り組む。

我蛭
2678

　生涯学習センターにおける，高齢者を対象とした健康づくりの講座を実施するとともに，受
講生の継続した健康づくりを推進するため，自主学習グループの結成を促し，活動を支援す
る。

 　地域教育メッセの実施において，開催目的の方向性が一致する，社会総ぐるみによる人づ
くりを目的とした「うつのみや人づくりフォーラム」との同時開催を継続することが効果的であ
ることから，関係課との更なる連携を図り，円滑な運営に努める。また，出展団体等の十分な
展示スペースの確保に努めるとともに，出展団体と市民が交流しながら活動紹介や情報交
換ができるよう，事業内容の充実に努めていく。

専門講座の過去5年間
の平均値６８０名を上回
る７００名を目指す。

Ｂ
概ね順調

図書館PC（利用申請）及
び無線LAN（アクセスロ
グ）
過去１年間の増加率で
目標値を設定

戸村
636-0231

三田
636-0231

佐藤
2674

田井
2678

髙田
632-6332

「健康」に分類される講
座の開催数
Ｒ４年度に20％増の38
回の開催を目指す。

市民の誰もが気軽にかつ快適に図書館を利用することができ，生涯に
わたり読書活動に親しみ，自主的に学習活動に取り組むことができるよ
う，ソフト・ハード両面から読書環境の充実を図る。

　市民一人一人が個性を発揮し，生きがいのある豊かな人生を支えるために，幅の広い情報
の収集と継続的な学びの情報提供に努める。また，令和2年度のシステム更新については，
「学習者」と「学習機会」や「学習者」と「活動の場」をつなぐ機能の充実に向け，内容を検討す
る。

　施設の老朽化への対応やユニバーサルデザインへの配慮，今後求められる図書館機能や
市民ニーズを踏まえ，図書館施設の計画的な改修，整備を行う。また，管理運営体制の充実
に向けて，民間活力の導入を含めて検討を行い，適切に管理運営体制を構築するとともに市
民ニーズへの対応や将来にわたり安定した図書館サービスを提供するための職員体制の整
備，財源確保に向けた取組等を進める。

読書活動を通じ，子どもたちが，人生をより豊かに生きる力を身に付け
られるよう，小中学生への読書支援を継続する一方，読書離れが続く高
校生に対して，将来へと繋がる柔軟な考え方や生き方を培う読書の重
要性を発信し，読書推進の充実を図る。

古谷
2679

過去の増減率から目標
値を設定

　子どもが継続的に読書に親しむためには，家庭へのはたらきかけや子どもの読書に関わる
人材の確保が重要であることから，読書機会の格差解消や子どもの読書活動に携わるボラ
ンティアの確保等に取り組み，すべての子どもが読書に親しめる機会の充実を図るとともに，
社会情勢にあわせたサービス提供に努める。

老人福祉センター延べ利用
者数（千人）

「にっこり安心プラン」に
基づき，毎年13千人の
増を見込む。

生涯学習センター講座にお
ける６０歳以上の受講者数

（人）

Ａ
順調

一体的に開催している
人づくりフォーラムの来
場者数を，高い水準で
継続させる。

　生涯学習情報提供シス
テムを通して学びを得た
人が，「学びを生かせる
場」としてや「学びをつなぐ
場」として活躍すること
で，市民の主体的な生涯
学習活動を活性化し，更
なる充実を図っていく。

Ｂ
概ね順調

Ｂ
概ね順調

近藤
636-0231

毎年10月に各図書館で
実施している利用者アン
ケートの「施設・設備の
満足度」
過去4年の平均の割合
で目標値を設定

利用者アンケート
レファレンスサービスを
利用された方の満足度
100％を目指す

　市民や地域が抱える課題解決の支援には，様々な市民ニーズや今日的課題に対応できる
サービスの充実が重要であることから，引き続きレファレンス事例集の整理・公開を進めるほ
か，ブックリストの作成・提供を行うなど，更なるサービスの充実と情報発信に取り組む。

Ａ
順調

○
生涯学習センター等に
おける学習機会の充実

生涯学習課

高齢者の
生きがいづくりの推進

健康づくりを支援する
取組の充実

生涯学習課
高齢福祉課

地域教育メッセの充実

事業の内容

生涯学習センター等の利用
者数 （千人）

活動指標名と目標値及び実績

市民一人ひとりが自分にあった学びの機会や場を得られるよう，提供す
る情報の充実を図るとともに，市民に有用な学習情報提供の仕組みづく
り等に取り組む。また，学習相談や支援を必要とする市民が，最も適し
た学習等を選択できるようにするため，生涯学習指導員を配置して，学
習相談を実施する。

マナビス登録件数（講座，イ
ベント，施設，団体，人材バ
ンク（講師・地域の担い手））

（件）

市民一人ひとりが，健康で生きがいのある生活が送れるよう，各生涯学
習センターにおいて，生活習慣の改善や楽しみながら継続できる運動に
関する講座の開催，介護予防に取り組む自主グループの活動支援な
ど，高齢者を中心とした健康づくりを支援する取組の充実を図る。

生涯学習センターにおける
健康づくり講座の実施回数

（回）

事業名

ＩＣＴを活用し提供した講座数
（講座）

今後の課題と対応の方向性

図書館の読書環境に関する
利用者満足度 （％）

市民大学受講者数 （人）

図書館におけるインターネッ
ト

利用数（人）

人づくりフォーラムの来場者
数（人）

ＩＣＴの進展に伴う市民の社会生活の変容に対応するため，情報機器を
介した講座の提供など，時間や場所を問わずに学べる環境を整えるこ
とで，主に生涯学習センターの利用が少ない若年層等の主体的な学習
活動や生涯学習事業への関心を持つきっかけを創出するとともに，主
に高齢者や子育て世代等を対象とした，情報機器の取り扱いやイン
ターネットの安全な利用方法など，情報技術を安全に活用し生活をより
豊かにするための講座を実施する。

　本市の生涯学習事業の中で唯一の有料講座として，心豊かに市民生活を送るための教養
講座や，郷土愛を育む地域の文化・歴史講座など，市民の知的好奇心を満たし，生きがいや
精神的な豊かさなど市民生活に潤いを与える学習機会の提供に重点的に取り組む。
　また，高等教育機関との連携による，高度で専門的な内容で講座を実施するとともに，多様
化する市民ニーズへの対応や，社会的課題，旬の話題を積極的に取り入れるなど，幅広い
学習内容で展開することにより受講者満足度の向上や，新規受講者の獲得を図る。

　令和元年度は，新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により，平成３０年度から受
講者や利用者が減少しているが，令和２年度も引き続き感染症への対応が必要であることか
ら，適切な対策を講じながら事業を進めていく。また，事業の実施にあたっては，生涯学習セ
ンター及び老人福祉センターにおいて高齢者が利用及び参加したくなる魅力的な各種事業を
実施することで，高齢者の生きがいづくりに資する取組を推進する。

市民の生涯学習における高度で専門的な学習要求に応え，学習機会を
提供するとともに，学んだ市民がその成果を地域に還元することで，地
域社会の活性化や持続的発展が図れることを目的とし，人間性を培う
深い教養を身につけ，変化の激しい社会に対応した豊かな市民生活に
資するとともに，地域社会の一員であることを自覚し，自立した市民を育
んでいくために必要な講座の充実を図る。

Ａ
順調

Ａ
順調

Ｂ
概ね順調

図書館利用者数 （人）

市民の主体的学習活動や課題解決に役立つ資料や情報を提供するた
め，レファレンス事例のデータベースやパスファインダーを作成するとと
もに，関係機関と連携して市民大学や地域学関連講座等の際，テーマ
に沿った資料の選書・リスト作成を行いレファレンスサービスの利用促
進を図る。

児童書の貸出冊数 （千冊）

レファレンスに対する利用者
満足度（％）

学習情報提供事業・
学習相談事業の充実

図書館における
ＩＣＴの導入の促進

生涯学習課

高齢者の生きがいづくりを促進し，心身ともに健康で充実した高齢期を
過ごせるよう，生涯学習センターや老人福祉センターにおいて，健康づ
くりや趣味の講座の開催，看護師による健康相談などを実施する。

中央図書館

読書環境の充実を図るとともに，市民の読書ニーズに応えるため，高度
情報化に対応したデジタル情報及びインターネット情報提供の強化や，
蔵書管理の効率化に資する情報通信技術（ＩＣＴ）の導入を促進するとと
もに，デジタルアーカイブの推進や，電子図書の導入検討も進めてい
く。

生涯学習課
高齢福祉課

読書活動の充実

学んだことを生かして現在地域で活動を行っている，または，これから
行う意欲のある市民活動団体や自主学習グループと市民が交流を通し
て活動紹介・情報交換をし，今後の活動の活性化や機会づくりの場とす
るために「地域教育メッセ」を実施する。

宇都宮市民大学の充実 生涯学習課

中央図書館

基
本
目
標

施
策

重
点

担当課

市民一人ひとりが学びを通して人とつながり，豊かな人生を送れるよう，
市民ニーズに応じた学びの機会や場を提供することや，土日・夜間の講
座開催など，より参加しやすい環境整備に取り組むことにより，全ての
市民の事業への参加を促進する。

○ ○
ＩＣＴに対応した

学習の推進
生涯学習課

番
号

新
規

生涯学習課

担当者
連絡先

　令和元年度は，新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により，平成３０年度から利
用者が減少しているが，令和２年度も引き続き感染症への対応が必要であることから，適切
な対策を講じながら事業を進めていく。また，事業の推進にあたっては，市民の学習意欲を促
す多様な講座を実施するとともに，市民が交流・活動する場として，施設を利用するきっかけ
づくりや環境づくりに取り組む。

田井
267８

Ａ
順調

Ｂ
概ね順調

Ｃ
順調でな

い

生涯学習センター，人材
かがやきセンター，図書
館の講座受講者数，施
設利用者数等
Ｒ４目標数向けて，各年
利用者数を段階的に増
やす。

○

図書館の
環境整備の推進

中央図書館

60歳以上の受講者数を
段階的に増やし，Ｒ４年
度に3,000人を目指す。
（約5％増）

中央図書館

全ての市民が安全・快適に図書館を利用できるようにするため，また施
設・設備の機能向上を図るため，計画的に改修等を行うとともに，効果
的・効率的な管理運営に向け体制の充実を図る。

指標設定の
考え方

戸村
636-0231

貸出人数，講座等参加
人数，貸館利用人数，イ
ンターネット利用件数の
合計
過去の増減率から目標
値を設定

　市民一人ひとりが読書活動に親しむためには，本を読まないあるいは図書館を利用したこ
とがない市民への働きかけが必要であることから，市民の様々な状況・ニーズを捉えた資料・
情報の更なる充実，読書機会の提供の充実，関係機関との連携による事業の充実に取り組
む。

戸村
636-0231

　市民が読書活動に親しむためには，情報通信技術（ＩＣＴ）の進展に伴う資料の電子化など，
情報通信技術活用への対応が必要であることから，劣化が著しい地域資料のデジタル化・
アーカイブ化の推進や地域情報収集システムの更なる利活用に努めるなど，ＩＣＴを活用した
サービスの充実に取り組む。

田井
2678

事業の
進捗

情報機器を介して提供
する講座数
Ｒ４に10講座の提供を目
標とする。

Ａ
順調

1

2

3

4

5

6

7

8

8-1

8-2

8-3

9

1



調　査　表 別紙　 

活動指標名 年度 H29 H30 R1 R2 R3 R4

事業の内容

活動指標名と目標値及び実績

事業名 今後の課題と対応の方向性

基
本
目
標

施
策

重
点

担当課
番
号

新
規

担当者
連絡先

指標設定の
考え方

事業の
進捗

目標値 2,700 2,725 2,750 2,775 2,800

実績 2,676 2,677 2,532

目標値 1 1 2 3

実績 - 3

目標値 48 50 53 56 60

実績 46 41 57

目標値 260 270 280 290 300

実績 249 276 277

目標値 88 91 94 97 100

実績 86 87 90

目標値 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000

実績 6,000 7,000 7,000

目標値 4 5 6 8 10

実績 3 6 7

目標値 4 6 8 10 12

実績 2 4 5

目標値 32 34 36 38 40

実績 30 44 47

目標値 1 2 3 5

実績 - 1

目標値 36 37 38 39 40

実績 35 42 42

目標値 100 100 100 100 100

実績 125 144 130

目標値 34 35 36 37 38

実績 33 31 32

目標値 7 7 7 7 7

実績 15 12 13

子どもの体験活動・
体験学習機会の充実

子ども未来課
生涯学習課

施
策
２
　
社
会
性
を
高
め
る
学
習
の
推
進

　
基
本
目
標
Ⅰ
　
一
人
ひ
と
り
が
自
己
の
実
現
や
生
活
の
向
上
，
地
域
社
会
の
発
展
に
向
け
て
主
体
的
に
学
習
活
動
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す

。

施
策
３
　
今
日
的
課
題
に
対
応
し
た
取
組
の
推
進

田井
2678

生涯学習課

社会の変化に対応するためのスキルアップや再就職等に向けた学び直
しを支援するため，大学等の高等教育機関が実施する公開講座等の情
報提供を行うほか，高等教育機関と連携し，社会人や高齢者等の学び
直しの機会の拡充を図る。

生涯学習課

学び直しの機会を提供
する企業や大学等と連
携し，土日や夜間などの
学習機会を提供した回
数

社会人の学び直しに係る学
習機会の拡充数（回）

Ｂ
概ね順調

Ａ
順調

　国際交流プラザ等の関係機関と連携し，市民の国際理解・多文化共生について意識醸成を
図る講座を実施する。
　実施にあたっては，外国の料理や文化を知る講座だけでなく，外国人と日本人が交流する
機会を創出するなど，参加者が異文化をより身近なものとしての理解できるよう実施手法を
工夫する。

「にっこり安心プラン」に
基づき，毎年100回の開
催を目標とする。

出前保健福祉講座の実施回
数（回）

男女センターアコールに
おけるワーク・ライフ・バ
ランスに関する講座を実
施していく。

Ｂ
概ね順調

ワーク・ライフ・バランス
の理解に向けた
啓発事業の実施

○
ＩＣＴに対応した

学習の推進
ＩＣＴ化への対応に係る講座

数（講座）

生涯学習センター等で
開催する，ICTに関連す
る内容の講座数
各年度2センターで新た
に実施する。

ＩＣＴの進展に伴う市民の社会生活の変容に対応するため，情報機器を
介した講座の提供など，時間や場所を問わずに学べる環境を整えるこ
とで，主に生涯学習センターの利用が少ない若年層等の主体的な学習
活動や生涯学習事業への関心を持つきっかけを創出するとともに，主
に高齢者や子育て世代等を対象とした，情報機器の取り扱いやイン
ターネットの安全な利用方法など，情報技術を安全に活用し生活をより
豊かにするための講座を実施する。

生涯学習課

ヘイトスピーチやＬＧＢＴ，いじめ，虐待等，人権が市民一人ひとりの身
近な問題であるとの認識を広め，お互いを尊重し合って生きることので
きる地域社会を構築するため，イベントや講座等を通して，人権意識に
ついての啓発・学習機会を提供する。

生涯学習課
高齢福祉課

人権教育の推進
生涯学習課

男女共同参画課

田井
2678

「保健と福祉の出前講座」実施と併せて，生涯学習センター等における講座や講演会等を通
して，超高齢化に対応するために必要な情報が，必要とする人に届くよう学習機会の充実を
図る。

男女共同参画課

企業等と連携した学習機会を提供することにより，企業等が持つ最新の
技術や情報，ノウハウなどの教育力の活用を推進するとともに，企業等
と地域や学習者とを結び付け，学習した成果を活用し活躍する場の拡
大を図る。

林
636-4075

　男女が共に仕事や家庭生活などにバランス良く参画できる社会を目指し，働き方の見直し
や仕事と育児・介護等の両立や男性の家庭参画など，受講者のニーズを踏まえながら，講座
メニューの充実を図るとともに，周知の一層の強化に取り組んでいく。

Ａ
順調

ワーク・ライフ・バランスに関
する講座の実施回数（回）

介護保険や医療制度など，高齢者が必要とするサービスや，知ってい
ると役に立つ新しい情報などについて，各種講座や講演会を開催するこ
とにより，超高齢化社会において必要な学習を推進する。

Ａ
順調

生涯学習課
国際交流プラザ

外国人住民が増加している状況を受け，言葉や生活習慣の違いなど互
いの文化的違いを認め合い，地域の一員として共に生き，共に支え合う
意識を醸成するため，生涯学習センター等における，国際交流や多文
化共生に関する学習機会の提供を推進する。

企業等と連携した講座開催
数 （講座）

　学び直しにおいては，専門的な学習が必要となることから，高等教育機関等から様々な学
習情報を収集し，市ホームページ上で情報提供を行うことで，市民の学び直しの機会の拡充
を図る。また，今後，学び直しの機会を提供する企業・大学等と連携した学び直しの機会の拡
充を検討していく。

植木
2677

　各生涯学習センターの講座担当者に人権研修への参加を促し，人権に関する講座の充実
を図るとともに，児童や保護者への参加の面で各学校とも連携を図るなど，継続的な事業実
施に取り組んでいく。
　実施にあたっては，より多くの方に参加してもらえる学習テーマの選定や実施手法，周知の
方法などに工夫が必要であり，関係機関と連携して検討する。

生涯学習センター，人材
かがやきセンター等にお
いて企業等と連携し実
施した講座数

植木
2677

植木
2677

○
ＮＰＯ・大学・企業等と
連携した学習の推進

多文化共生に向けた
教育の推進

生涯学習課
中央図書館

様々な困難を有する人
の学習活動への支援

○

○

　企業等の持つノウハウや最新技術を最大限活用するとともに，連携した学習を継続して推
進していくため，本市の目的と企業等の目的をすり合わせながら講座を企画するなど，緊密
な連携を図る。また，講座を通して学習者が企業等と結びつき，つながりを生かして活躍の場
を広げることができるよう内容の充実を図る。

学び直しの支援

男女が共に仕事や家庭生活などにバランス良く参画できる社会を目指
して，働き方の見直しや家庭・地域への参画促進のため，仕事と育児・
介護等の両立や男性の家庭参画，女性リーダー養成など講座メニュー
の充実を図るなど，仕事と生活の調和に向けた普及啓発を行う。

国際理解・多文化共生に係
る講座実施回数（回）

超高齢社会に対応した
学習の推進

Ａ
順調

生涯学習センター及び
国際交流プラザと地域コ
ミュニティセンターの共
催での実施回数を毎年
度1回ずつ増やすことを

目標とする。

　市民一人ひとりが主体的に活動し，家庭や地域，学校，企業，行政が連携協力した社会総
ぐるみによる人づくりを推進するため，「うつのみや人づくりフォーラム」の事業内容の充実を
図るとともに，大人の行動規範となる「子どもの手本となる５０の言葉」を活用した効果的な取
組やさらなる周知啓発の手法等を検討していく。

生涯学習センター講座
のうち，男女共同参画
や，高齢者・障がい者・
子ども・ＬＧＢＴ・外国人
などの人権擁護に資す
る講座の実施回数
段階的な増加を目指
す。

生涯学習センターにおける
人権に関する講座実施回数
（回）

教育企画課 Ａ
順調

Ａ
順調

生涯学習課

大学生等が企画段階か
ら実施まで参画した回数

キッザみや参加者数（人）

　益々進展する情報化社会の中で，情報格差は社会的な課題であることから，多様な情報技
術や情報機器を安全かつ適切に活用するための学習機会を提供していく。
　また，学習機会の提供にあたっては，ＩＣＴ環境の整備が不可欠であることから，生涯学習セ
ンター等のＩＣＴ環境の整備にも取り組んでいく。

参加交流型学習を取り入れ
た講座実施回数（回）

様々な困難を有する人への
学習提供数 （回）

生涯学習センター，人材
かがやきセンターにおい
て実施された参加交流
型学習による講座の実
施回数

生涯学習課及び図書館
が，福祉施設等へ出向
き学習を提供した回数
既に実施している図書
館アウトリーチサービス
に加え，様々な学習を段
階的に追加していく。

人づくりフォーラムの来場者
数

Ｂ
概ね順調

○

大学生等の参画による
多世代交流の推進

コミュニケーション力
向上学習の推進

本市の人づくりに対する意識の高揚を図るとともに，各ライフステージに
おける現状や課題を押さえながら，「学び」を通した人づくりの推進に向
け，保護者が集まる機会や事業所等における出前講座や人づくりフォー
ラムの実施，企業等に対する宮っ子の誓いの普及啓発を行う。
さらに，市全体で共有する人づくりの目標を策定し，既存の団体や活動
との連携を図りながら，市民一人ひとりの具体的な活動につなげられる
よう普及啓発を行う。

大人に対する人づくり
啓発事業の実施

○

家庭や地域，職場など，日常生活の中で良好な人間関係を築き，各コ
ミュニティ内での会話，情報交換による学びや気づきを促すため，グ
ループワークや参加者同士の意見交換など，参加交流型の学習を通じ
たコミュニケーション力の向上に資する学習機会の充実を図る。

子どもたちが体験活動を通して，社会性の向上を目指すとともに，自ら
学び，自ら考える力を養うため，商店街の実際の店舗等において職業
体験を行う「キッザみや」や，各生涯学習センター・青少年活動センター
等において行われる，自然体験ものづくりや野外体験活動，科学実験な
どの体験学習機会の充実を図る。

生活課題解決型講座
の充実

○

高齢者や障がいのある人，経済的・家庭的な困難を有する人など，生
涯学習センターや図書館等での学習活動に参加することが困難な人
が，継続して学習し，生きがいある豊かな人生を送ることができるよう，
あらゆる人々への学びの機会や場を提供する。

生涯学習課
子どもたちの社会性向上や実践的態度の習得を目指し，関係機関や大
学等と連携し，子どもの体験活動に大学生等が参画することで，子ど
も・大学生・指導者等の多世代交流の機会を創出する。

植木
2677

加藤
2707

　子どもの体験活動を促進するため，職業体験キッザみやについては，参加希望者の受入の
拡大に向け，商店街との協力体制を維持し，引率ボランティアなどの確保に努める。
　青少年活動センターについては，幅広い世代の青少年の自主活動・交流活動の促進や教
養向上に向けた事業を通じて体験活動の充実を図っていく。
　また，生涯学習センターにおける青少年対象講座については，今日的課題に対応した講座
など，更に内容の充実を図りながら，より多くの青少年が参加できる学習環境を提供するとと
もに，多様な団体との連携についても検討していく。

田井
2678

川村
2344

田井
2678

田井
2678

実施回数年間100回（約
20％増）を目標にし，段
階的に増加させる。

　学習活動への参加が困難な市民のニーズや各施設の状況を把握し，利用者のニーズに合
わせた学習内容や学習機会の提供を検討していくとともに，より多くの対象者への支援がで
きるよう，関係機関や施設等との調整を図っていく。

田井
2678

　コミュニケーションをテーマに講座を実施するだけでなく，様々な講座で参加交流型学習を
積極的に取り入れることにより，受講者のコミュニケーション力の向上を図るとともに，受講者
同士のつながりを深め，活動につながるきっかけを創出していく。

Ａ
順調

Ａ
順調

　市内の各大学と連携し，絵画やものづくりなどの体験活動を通して大学生等と子どもの交
流機会を創出しており，今後も各大学と連携し，専門性を生かした多様な体験活動を実施す
るとともに，大学生の参画による多世代交流の機会を創出していく。

植木
2677

5年間で参加者数を
20％増加させる。
（10人/年）

　令和元年度は，新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により，平成３０年度から受
講者が減少しているが，令和２年度も引き続き感染症への対応が必要であることから，適切
な対策を講じながら事業を進めていく。また，生活課題に関する講座の実施にあたっては，地
域の課題や市民ニーズ，社会的な関心の高まりなどを踏まえ，内容の充実を図る。

　多くの方に人づくりの
取組を知ってもらい社会
総ぐるみによる人づくり
を推進するための，人づ
くりフォーラム来場者数
を，高い水準で継続させ
る。

5年間で受講者数を5％
程度増加させる。
（25人/年）

生活課題解決型講座受講者
数　（人）

大学生等が参画した子ども
の体験活動実施回数（回）

生涯学習センターにおける
青少年対象講座実施回数

（回）

Ｂ
概ね順調

市民が学びを通じて自らの生活を改善し，より良い豊かな人生が送れる
よう，生涯学習センター等において実施してきた，具体的かつ身近な生
活課題の解決に資する講座の充実を図る。

生涯学習課

Ａ
順調

10

11

12

13

14

15

再(2)

16

17

18

19

20

21
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調　査　表 別紙　 

活動指標名 年度 H29 H30 R1 R2 R3 R4

事業の内容

活動指標名と目標値及び実績

事業名 今後の課題と対応の方向性

基
本
目
標

施
策

重
点

担当課
番
号

新
規

担当者
連絡先

指標設定の
考え方

事業の
進捗

目標値 47 47 57 57 60

実績 43 45 43

目標値 25 25 30 40 50

実績 - 27 29

目標値 20 25 35 55

実績 - 0

目標値 130 135 140 145 150

実績 126 141 133

目標値 930 935 940 945 950

実績 929 912 1,044

目標値 5 9 16 21 25

実績 4 5 7

目標値 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

実績 5,295 6,484 7,201

目標値 53 57 61 64 67

実績 52 53 54

目標値 5 9 16 21 25

実績 4 5 7

目標値 1 2

実績 -

目標値 130 135 140 145 150

実績 126 141 133

目標値 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000

実績 6,000 7,000 7,000

目標値 7,600 8,000 8,320 8,650 9,000

実績 6,444 7,053 6,254

施
策
５
　
地
域
と
学
校
の
連
携
・

　
　
　
　
　
　
　
協
働
に
よ
る
教
育
活
動
の
充
実

　
基
本
目
標
Ⅱ
　
地
域
・
学
校
・
家
庭
が
相
互
に
連
携
・
協
力
し
，
地
域
全
体
で
学
び
合
い
育
ち
合
う
教
育
活
動
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す

。

施
策
４
　
家
庭
教
育
支
援
の
充
実

施
策
６
　
子
ど
も
も
大
人
も
と
も
に
学
び
育
つ
教
育
活
動
の
充
実

若林
2648

加藤
2707

Ｒ４年度までに年平均
５％の登録者の拡大を
目指す。

地域住民が集う「場」を設置
した学校数（校）

佐藤
2391

人づくりにおいて重要な役割を担う家庭の教育力向上を図るため，親学出前講座や情報誌
の発行を通して学習機会の充実を図っていく。
また，より多くの親が集まる機会を捉えた親学の実施に向けて，保育園や幼稚園，学校等，
小規模保育所や子どもの家，宇都宮市PTA連合会や企業など関係団体との連携を強化し，
親学出前講座の活用に関する周知に努める。

就学時健康診断，企業
内研修等での親学出前
講座の実施を推進して
いく。

○ 生涯学習課

「親学」の推進 生涯学習課

大人に対する人づくり
啓発事業の実施

○

地域における
学習支援活動の推進

田井
2678

家庭教育に対する意識の高揚や親力の向上を図るため，保護者が集
まる機会を捉えた親学に関する講話等の実施や，より多くの市民を対
象とした情報誌の発行などを通し，子育てに必要な知識や子どもとの関
わり方などを伝える。

親学出前講座の実施回数
（回）

学校・家庭・地域をつなぎ，地域コミュニティの活性化を図るため，学校
施設を，地域住民が集い，子どもたちと交流し学び合う「場」として活用
する。

生涯学習課

学校の授業時間外での学習機会の創出による，生徒の自主学習時間の増加や学習習慣の
定着を図ることをねらいとして，「魅力ある学校づくり地域協議会」を通して，希望する全ての
中学生に対し地域の教育力等を活かした学習支援（地域未来塾）の取組を推進していく。事
業の実施にあたっては，地域，学校の意向を踏まえつつ，各地域協議会の自主性を尊重しな
がら，各地域の実情に応じて様々な実施手法により実施することとし，今後，できる限り多く
の地域で実施されるよう取り組んでいく。

未実施校区に対して，それぞれの立ち上げにあたっての課題を把握し，学校区ごとの実情に
応じた立ち上げ支援を強化していく。
実施校区に対して，学習支援やスポーツ・文化活動，交流活動などの活動内容の充実に向
けた支援を継続する。
子どもの家運営の法人格への移行後も放課後子ども教室が安定的に実施できるよう，子ども
の家の運営体制の再構築に合わせて検討していく。

○

○

○

関係各課との連携及び
情報提供をもとに，対象
者層を拡充しながら実
施する。

指導G
田村
2733

加藤
2679

平成３４年度に全２５校
区での実施を目途とし，
年４～５校ずつの実施
校拡大を目指し，各地域
協議会を支援していく。

地域コーディネーターの
複数配置促進や，研修
内容の情報共有や先進
事例の紹介等により，協
議会活動の更なる活性
化を図っていく。

　「魅力ある学校づくり地域協議会」の活動を支援することを通して，地域の教育力を生かし
た「学校教育の充実」と地域ぐるみでの子育てによる「家庭・地域の教育力向上」を図るととも
に，「コミュニティ・スクール」を取り巻く国の動向を踏まえながら，「地域とともにある学校づく
り」を推進する。
　「コミュニティ・スクール」の導入を見据えた，学校運営参画機能の強化や学習支援事業（地
域未来塾）の導入推進に向けた活動支援に取り組む。

　人づくりにおいて重要な役割を担う家庭の教育力向上を図るため，親学出前講座や情報誌
の発行を通して学習機会の充実を図っていく。
また，より多くの親が集まる機会を捉えた親学の実施に向けて，保育園や幼稚園，学校等，
小規模保育所や子どもの家，宇都宮市PTA連合会や企業など関係団体との連携を強化し，
親学出前講座の活用に関する周知に努める。

加藤
2679

加藤
2679

岩上
2651

若林
2648

若林
2648

若林
2648

　令和元年度から，関係課の既存訪問事業と連携した事業の周知を開始したが，本事業の
周知対象家庭が少なかったことや，申し込みによる実施であるため，訪問には至らなかった。
そのため，令和２年度は，令和元年度の取り組みに加え，関係課が新たに実施する未就園４
歳児全戸訪問事業とも連携し，関係課との協議により対象家庭を把握するなど，より円滑に
支援を必要とする家庭への訪問につながる実施手法について，検証しながら取り組む。

　学校の授業時間外での学習機会の創出による，生徒の自主学習時間の増加や学習習慣
の定着を図ることをねらいとして，「魅力ある学校づくり地域協議会」を通して，希望する全て
の中学生に対し地域の教育力等を活かした学習支援（地域未来塾）の取組を推進していく。
事業の実施にあたっては，地域，学校の意向を踏まえつつ，各地域協議会の自主性を尊重し
ながら，各地域の実情に応じて様々な実施手法により実施することとし，今後，できる限り多
くの地域で実施されるよう取り組んでいく。

　地域の教育力を生かした様々な教育活動を充実させるために，「街の先生」への登録を促
進するとともに，各学校における活用を促進していく。

若林
2648

　令和元年度は，新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により，平成３０年度から実
施回数が減少しているが，令和２年度も引き続き感染症への対応が必要であることから，適
切な対策を講じながら事業を進めていく。また，家庭教育支援講座の更なる充実を図るため，
子育て世代がもつ悩みや求めるニーズなどを捉えた学習テーマの設定及び参加者の満足度
の高い参加型学習を地域人材や企業等と連携して実施など，内容の充実に努める。

　今後も引き続き，親学出前講座における連携講座の実施や新規プログラムの協働作成，地
域における活動支援等を通して，活動機会の創出や活動意欲の喚起につなげる。また，研修
会の定期的な開催により，家庭教育支援活動に必要な知識や技能の習得を図りながら，情
報誌等を活用した家庭教育支援活動者の周知及び募集も行い，新規活動者の確保及び育
成も行う。

就学時健康診断，企業
内研修等での親学出前
講座の実施を推進して
いく。

生涯学習課
学校教育課

学校教育課

魅力ある学校づくり地域協議
会による学校教育支援活動

数
（回）

生涯学習課

支援内容（環境作り，安
全確保，教育活動，部活
動・クラブ活動，その他）
ごとの支援人数を合算
した数。過去５年内の実
績から現状維持を目指
す。

地域の中学生の学習習慣の定着のため,「魅力ある学校づくり地域協議
会」が地域のニーズに応じて自主的に取り組む学習支援活動を支援す
る。

家庭教育支援講座
の充実

生涯学習課

子育てをする家庭の家庭教育に対する意識の高揚を図るとともに，親
力の向上を図るため，保護者の気づきを促す講座や親子双方の育ちを
支援するための講座などについて，地域で育成した人材を活用し，充実
を図る。

生涯学習センター及び
人材かがやきセンターに
おける家庭教育支援に
関する講座を，段階的に
増加を見込む。

令和元年度は，新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により，平成３０年度から登録
者が減少しているが，令和２年度も引き続き感染症への対応が必要であることから，適切な
対策を講じながら事業を進めていく。また，より多くの子育て家庭が気軽に来所し，遊びや交
流ができ，子育て相談ができるよう広く周知を行うとともに，地域における子育て家庭のニー
ズを踏まえ，子育て支援の充実を図る。

Ａ
順調

Ｂ
概ね順調

　多くの方に人づくりの
取組を知ってもらい社会
総ぐるみによる人づくり
を推進するための，人づ
くりフォーラム来場者数
を，高い水準で継続させ
る。

　市民一人ひとりが主体的に活動し，家庭や地域，学校，企業，行政が連携協力した社会総
ぐるみによる人づくりを推進するため，「うつのみや人づくりフォーラム」の事業内容の充実を
図るとともに，大人の行動規範となる「子どもの手本となる５０の言葉」を活用した効果的な取
組やさらなる周知啓発の手法等を検討していく。

魅力ある学校づくり
地域協議会活動の充実

　学校教育や学校の警備等の施設管理への影響，地域住民の集いやすさなどを考慮してい
くとともに，地域コミュニティセンターや地域交流室など各学校の状況を踏まえながら，事業の
進め方を今後も検討していく。

宮っ子ステーション事業
の充実

学校を場とした
地域の交流促進

平成３４年度に全２５校
区での実施を目途とし，
年４～５校ずつの実施
校拡大を目指し，各地域
協議会を支援していく。

生涯学習課

親学出前講座の実施回数
（回）

訪問型家庭教育支援
家庭訪問家庭数（回）

学校における様々な教育活動等に地域の教育力を導入し，地域と連携
した教育を実践するため，各学校が，教育活動のねらいに即して登録
者リストの中から支援等を要する活動内容に適した者を選び，「街の先
生」として活用する。

街の先生支援人数（延べ人
数）

○

教育企画課

生涯学習課

訪問型家庭教育支援
の仕組みづくり

「街の先生」
活動事業の推進

地域の中学生の学習習慣の定着のため,「魅力ある学校づくり地域協議
会」が地域のニーズに応じて自主的に取り組む学習支援活動を支援す
る。

「親学」の推進 生涯学習課

家庭教育支援活動者
の育成

地域において子育て親子の交流等を促進する子育て支援拠点を設置
することにより，地域の子育て機能の充実を図り，子育ての不安感等を
緩和し，子どもの健やかな育ちを支援する。

放課後における児童の健やかな育成のため，「子どもの家」と「放課後
子ども教室」を一体的に実施し，地域，学校等と連携して，児童の安全
安心な居場所を設けるとともに，宮っ子ステーション実施校区の拡大な
ど事業の充実を図る。

地域における
学習支援活動の推進

生涯学習課

保育課

地域の実情に応じて「魅力ある学校づくり地域協議会」が活動を円滑に
実施するとともに，学校運営への参画機能の強化を図るため，コーディ
ネーターの育成や「魅力ある学校づくり地域協議会」の組織強化に取り
組む。

本市の人づくりに対する意識の高揚を図るとともに，各ライフステージに
おける現状や課題を押さえながら，「学び」を通した人づくりの推進に向
け，保護者が集まる機会や事業所等における出前講座や人づくりフォー
ラムの実施，企業等に対する宮っ子の誓いの普及啓発を行う。
さらに，市全体で共有する人づくりの目標を策定し，既存の団体や活動
との連携を図りながら，市民一人ひとりの具体的な活動につなげられる
よう普及啓発を行う。

子育てサロンの推進

○

家庭教育支援活動者数
（人）

地域未来塾実施校数(校)

Ｒ４年度には，登録者数
を，市内の各中学校（25
校）区につき，2名の配
置を目指す。

全校実施に向け，計画
的に実施校区を拡大し
ていく。

人づくりフォーラムの来場者
数

宮っ子ステーション実施校区
数 （校区）

家庭教育支援に係る講座等
の実施回数 （回）

Ｒ２年度までは，小中学
校との調整や，運営方
法の検討を行う。
場の確保ができた学校
から実施する。

Ｂ
概ね順調

子育てサロンの登録者数
(人）

子育てをする家庭の教育力向上を目指し，きめ細かな支援を行うため，
家庭教育サポーターと親学習プログラム指導者を統合し，地域における
家庭教育支援の活動者として育成する。

Ｃ
順調でな

い

地域未来塾実施校数(校)

家庭教育に対する意識の高揚や親力の向上を図るため，保護者が集
まる機会を捉えた親学に関する講話等の実施や，より多くの市民を対
象とした情報誌の発行などを通し，子育てに必要な知識や子どもとの関
わり方などを伝える。

地域ぐるみで親子の育ちを支え，家庭の教育力の向上を図るため，関
係機関と連携して子育てをする家庭等に出向くなど，きめ細かな家庭教
育支援の仕組みづくりに取り組む。

Ｂ
概ね順調

Ｂ
概ね順調

Ａ
順調

Ｂ
概ね順調

Ａ
順調

Ａ
順調

Ｂ
概ね順調

Ｂ
概ね順調

Ｅ
検討中

22

23

24

25

26

27

28

29

再(27)

30

再(25)

再(14)

31

3



調　査　表 別紙　 

活動指標名 年度 H29 H30 R1 R2 R3 R4

事業の内容

活動指標名と目標値及び実績

事業名 今後の課題と対応の方向性

基
本
目
標

施
策

重
点

担当課
番
号

新
規

担当者
連絡先

指標設定の
考え方

事業の
進捗

目標値 32 34 36 38 40

実績 30 44 47

目標値 1 3 5 7 9

実績 - 0 18

目標値 8 9 9 10 10

実績 8 8 7

目標値 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000

実績 6,000 7,000 7,000

目標値 5,100 5,200 5,300 5,400 5,500

実績 5,081 5,166 5,437

目標値 280 285 290 295 300

実績 276 254 252

目標値 8,200 9,200 10,400 11,700 13,200

実績 7,258 7,990 8,927

目標値 10 14 20 25 30

実績 10 10 10

目標値 25 25 30 40 50

実績 - 27 29

目標値 13 20 20 20 20

実績 11 14 15

目標値 18 18 18 18 18

実績 17 18 20

目標値 6 6 6 6 6

実績 4 4 5

目標値 945 955 965 975 985

実績 929 912 1,044

○

　
基
本
目
標
Ⅲ
　
多
様
な
主
体
や
人
が
つ
な
が
り
を
深
め
，
様
々
な
場
面
で
学
ん
だ
成
果
を
生
か
し
て
活
動
し
て
い
ま
す

。

生涯学習課
みんなでまちづくり

課
人材バンクの充実

地域スポーツクラブ
の育成支援

施
策
８
　
学
習
活
動
を
支
え
る
人
材
の
育
成

社会教育主事の
養成・活躍促進

講座企画・運営
ボランティアスタッフ

の育成

生涯学習課

子どもの体験活動
指導者の育成

生涯学習課
講座「子どもたちに伝えたい
体験活動」の受講者数（人）

講座企画・運営ボランティア
スタッフ養成講座修了者数

（人）

市民の学習活動の推進や，学校・家庭・地域の連携促進のため，大学
と連携した養成事業を実施するとともに，特に専任主査においては，ノ
ウハウを活かし，各生涯学習センター等における地域との連携窓口とし
て中心的な役割を担うなど，活用促進を図る。

スポーツ振興課
地域スポーツクラブがカバー

する地域数

生涯学習センターに配置さ
れている社会教育主事の有

資格者数 （人）

全生涯学習センター（18
センター）に配置できる
人数を目指す。

各生涯学習センター等において，地域の実態を踏まえた講座を実施す
るため，講座の企画立案から，広報・実施までを行う人材を育成する。

魅力ある学校づくり地域協議
会による学校教育支援活動

数 （回）

 宮っ子ステーション・魅
力協関係者・青少年指
導員等，既に子どもと関
わる活動実践者の受講
を促していく。

Ｒ４年度には，登録者数
を，市内の各中学校（25
校）区につき，2名の配
置を目指す。

家庭教育支援活動者数
（人）

学んだ成果を生かして，地域に貢献できる人材の育成と活動のサイク
ルを推進するため，身近な地域で，子どもと関わる地域活動の実践者
等を体験活動に関する知識や技術の習得に資する研修等を通して，子
どもの体験活動指導者として育成する。

養成講座の実施時期
や，講座実施の周知の
方法等を考慮して実施
していく。

家庭教育支援活動者
の育成

生涯学習課

田井
2678

生涯学習課

市民目線による講座の企画・運営を通した生涯学習を推進するため，引き続きＶスタッフの養
成を行うとともに，講座修了後も継続した育成支援に取り組むため，フォローアップ研修会の
開催や，生涯学習センターにおける活動機会の拡充を図るなど，Vスタッフの円滑な活動に
向けた支援に取り組む。

髙田
2648

　社会教育主事については，各生涯学習センターへの配置を目指し，宇都宮大学で講習が
開催される年度に職員を派遣し養成していく。また，市民まちづくり部と連携しながら，担当者
ミーティングを実施し，まちづくり・人づくりに関する情報共有や能力開発を図りながら，様々
な場面での活躍を促す。

地域スポーツクラブの設立にあたっては，発起人会・設立準備委員会の設置など，地域内の
合意形成が必要不可欠であることから，スポーツ推進委員や地区団体をはじめ，まちづくり
協議会や連合自治会への働きかけを行い，今後も，子どもからお年寄りまで幅広い世代が身
近な場所で気軽にスポーツに親しむことができるよう，地域に根差したスポーツクラブの設
立・運営を支援する。

加藤
2679

家庭の教育力の低下や地域連帯感の希薄化を背景に，地域の教育力の低下が指摘される
中，家庭と地域，学校，企業等が連携して，地域の大人たちの力を結集して子どもたちを育
む活動を推進することにより，地域の教育力向上を図る。

今後も引き続き，親学出前講座における連携講座の実施や新規プログラムの協働作成，地
域における活動支援等を通して，活動機会の創出や活動意欲の喚起につなげる。また，研修
会の定期的な開催により，家庭教育支援活動に必要な知識や技能の習得を図りながら，情
報誌等を活用した家庭教育支援活動者の周知及び募集も行い，新規活動者の確保及び育
成も行う。

今後も事業の充実を図
りながら，事業参加者の
増加を見込む。

鱒渕
2287

みんなでまちづくり
課

ボランティア活動を支援するボランティアセンターや就労を支援するハローワーク等の高齢者
の社会参加の機会につながる関係機関との連携を図りながら，多様化する高齢者のニーズ
に応じたライフスタイルづくりを総合的に支援していく。

廣野
2368

　令和元年度は，新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により，平成３０年度から登
録団体数が減少しているが，令和２年度も引き続き感染症への対応が必要であることから，
適切な対策を講じながら事業を進めていく。
　また，市民協働のまちづくりの拠点施設として，まちづくりに関する相談，情報収集・発信，
まちづくり活動団体の活動場所の提供，連携体制の構築，ボランティアやまちづくり活動への
参加者の人材育成支援等，活動団体の運営に必要な支援や団体間の連携促進に取り組む
ことにより，NPOや企業等のまちづくりへの参加者を増やし，さらなる地域活力の維持・向上
を図る。

まちづくりセンターの登
録団体数について，過
去の伸び率を考慮し設
定

高齢福祉課

Ｂ
概ね順調

魅力ある学校づくり
地域協議会活動の充実

「魅力ある学校づくり地域協議会」の活動を支援することを通して，地域の教育力を生かした
「学校教育の充実」と地域ぐるみでの子育てによる「家庭・地域の教育力向上」を図るととも
に，「コミュニティ・スクール」を取り巻く国の動向を踏まえながら，「地域とともにある学校づく
り」を推進する。
　「コミュニティ・スクール」の導入を見据えた，学校運営参画機能の強化や学習支援事業（地
域未来塾）の導入推進に向けた活動支援に取り組む。

地域コーディネーターの
複数配置促進や，研修
内容の情報共有や先進
事例の紹介等により，協
議会活動の更なる活性
化を図っていく。

地域活動団体や非営利活動団体，企業，行政が適切な役割分担のも
と，各主体の連携体制構築やボランティア団体・ＮＰＯ法人等の組織基
盤強化など多様な支援を行うため，登録団体間の意見交換会やボラン
ティア参加への後押しをする機会，各活動主体の自立化やまちづくり活
動の活性化を図るための研修会の開催，多様な主体によるまちづくりシ
ンポジウムの開催などを実施する。

多くの市民の参画による地域活動の活性化を図るため，生涯学習情報
システム（マナビス）に新たに家庭教育支援活動者や地域における学習
支援活動を行う支援員などを登録し，地域人材マッチング機能を有する
人材バンクの更なる充実を図る。

○

みやシニア活動センター
事業の実施

子どもから高齢者まで，市民の誰もが，競技レベルや目的などに応じ
て，継続してスポーツに親しむことができるよう，地域住民が主体的に運
営し，市民の健康づくりや生きがいづくりに寄与する地域スポーツクラブ
の設立・運営を支援する。

子育てをする家庭の教育力向上を目指し，きめ細かな支援を行うため，
家庭教育サポーターと親学習プログラム指導者を統合し，地域における
家庭教育支援の活動者として育成する。

生涯学習課

地域の実情に応じて「魅力ある学校づくり地域協議会」が活動を円滑に
実施するとともに，学校運営への参画機能の強化を図るため，コーディ
ネーターの育成や「魅力ある学校づくり地域協議会」の組織強化に取り
組む。

生涯学習課 Ａ
順調

加藤
2679

若林
2648

Ｂ
概ね順調

Ｂ
概ね順調

Ａ
順調

Ｂ
概ね順調

みやシニア活動センター事
業参加者延人数

三ツ井
2737

豊富な知識や経験を持つシニア世代が，本市の進めるまちづくりや地
域福祉の展開に一層活躍できるよう，相談窓口の開設や各種講座や交
流会を企画実施するなど，第二の人生を健康でいきいきと暮らすことが
できるよう支援する。

○

○

施
策
７
　
多
様
な
主
体
に
よ
る
学
習
機
会
の
提
供

まちづくりセンターの登録団
体数（団体数）

市内全域に地域スポー
ツクラブがカバーされる
よう設立を促進する。

社会教育関係団体
との連携

生涯学習課

地域教育メッセの充実

まちづくりセンター事業
の実施

地域における様々な教育活動を活性化するため，地域の社会教育活動
の牽引役である社会教育関係団体との意見交換や共催事業の実施な
ど緊密な連携を図る。

学んだことを生かして現在地域で活動を行っている，または，これから
行う意欲のある市民活動団体や自主学習グループと市民が交流を通し
て活動紹介・情報交換をし，今後の活動の活性化や機会づくりの場とす
るために「地域教育メッセ」を実施する。

マナビスに登録されてい
る講座，施設，団体，イ
ベント，講師，スタッフ数

古谷
2679

佐藤
2674

人材バンクの登録件数（件）

一体的に開催している
人づくりフォーラムの来
場者数を，高い水準で
継続させる。

市子連，市P連，青少年
指導員会等と連携し実
施した事業数

Ａ
順調

Ｂ
概ね順調

植木
2678

学んだ成果を生かしたい人材を支援するため，人材バンクの効果的な運用に引き続き取り組
むとともに，令和2年度のシステム修正については，「学習者」と「学習機会」や「学習者」と「活
動の場」をつなぐ機能の充実を図る。

 　地域教育メッセの実施において，開催目的の方向性が一致する，社会総ぐるみによる人づ
くりを目的とした「うつのみや人づくりフォーラム」との同時開催を継続することが効果的であ
ることから，関係課との更なる連携を図り，円滑な運営に努める。また，出展団体等の十分な
展示スペースの確保に努めるとともに，出展団体と市民が交流しながら活動紹介や情報交
換ができるよう，事業内容の充実に努めていく。

多様な学習活動や指導者育成，ボランティア活動などに取り組む社会教育関係団体との連
携事業を継続的に実施し，幅広い事業を通して，地域における教育活動の活性化を図る。

植木
2677

生涯学習センター，人材
かがやきセンター等にお
いて企業等と連携し実
施した講座数

我蛭
2678

企業等と連携した講座開催
数 （講座）

Ａ
順調

Ａ
順調

　令和元年度から実施した市民の自主講座を支援する取組「宮の学び人レクチャー」につい
て，より多様な講座を開催できるよう，よりよい場所や手法の検討を行い，事業の充実に取り
組んでいく。

ＮＰＯ・大学・企業等と
連携した学習の推進

生涯学習課

講座を開催したい市民に，生涯学習センター等の部屋を提供するなど，
自分の学んだ成果を積極的に生かして活動したい学生や社会人，高齢
者等を支援する仕組みづくりに取り組む。

企業等と連携した学習機会を提供することにより，企業等が持つ最新の
技術や情報，ノウハウなどの教育力の活用を推進するとともに，企業等
と地域や学習者とを結び付け，学習した成果を活用し活躍する場の拡
大を図る。

　企業等の持つノウハウや最新技術を最大限活用するとともに，連携した学習を継続して推
進していくため，本市の目的と企業等の目的をすり合わせながら講座を企画するなど，緊密
な連携を図る。また，講座を通して学習者が企業等と結びつき，つながりを生かして活躍の場
を広げることができるよう内容の充実を図る。

○
学習成果を活用した

講座等の推進

人づくりフォーラムの来場者
数（人）

生涯学習センター等で市民
が実施した講座数（講座）

生涯学習課

○

社会教育団体との連携事業
数 （事業）

希望する市民を，市が
支援し実施した講座数
各年2講座ずつ増やす。

Ｂ
概ね順調

Ａ
順調

Ａ
順調

再(16)
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調　査　表 別紙　 

活動指標名 年度 H29 H30 R1 R2 R3 R4

事業の内容

活動指標名と目標値及び実績

事業名 今後の課題と対応の方向性

基
本
目
標

施
策

重
点

担当課
番
号

新
規

担当者
連絡先

指標設定の
考え方

事業の
進捗

目標値 720 740 760 780 800

実績 700 825 775

目標値 1 1 1 2

実績 - 0

目標値 32,608 33,129 33,659 34,197 34,744

実績 32,095 33,954 34,444

目標値 19 20 22 24 26

実績 18 13 19

目標値 100 100 100 100 100

実績 85 88 88

目標値 100 100 100 100 100

実績 - 98 97

目標値 520 530 540 550 560

実績 510 520 512

　地域の様々な団体と連携しながら地域の個別課題解決に向けた学習をより一層推進する
とともに，「学習」と「活動」の循環を促していくことで，地域において活躍できる人材を育成す
るなど，持続的に発展する地域づくりの取組を促していく。

施
策
９
　
郷
土
愛
や
地
域
理
解
を
促
進
す
る
取
組
の
推
進

文化課

生涯学習課

歴史文化資源周知啓発
事業の推進

　
基
本
目
標
Ⅲ
　
多
様
な
主
体
や
人
が
つ
な
が
り
を
深
め
，
様
々
な
場
面
で
学
ん
だ
成
果
を
生
か
し
て
活
動
し
て
い
ま
す

。

我蛭
2678

外国人住民を対象とした地
域理解講座の実施回数（回）

段階的に回数を増やし，
Ｒ４年度に2回の実施を
目指す。

　令和２年３月から事業を実施することとして準備を進めていたが，新型コロナウイルス感染
拡大の影響を受け，講座が中止となったことから令和元年度実績はゼロとなった。
　今年度は，令和元年度に実施予定であった内容を踏まえ，新型コロナウイルス感染症の状
況を踏まえながら適切な時期に実施していくとともに，外国人住民の学習ニーズの把握や，
外国人住民が参加しやすい事業実施方法の検討などについても関係課との連携を図ってい
く。

我蛭
2678

高栖
2768

地域かがやきプロジェクト活
用事業数 （事業）

歴史文化資源の保存活用・
周知啓発事業の延べ参加人

数

歴史文化資源の保存活
用・周知啓発事業の参
加者数を段階的に増や
していく。

市民のニーズに合った事業内容を検討していくとともに，本市の歴史や文化に関心を持たな
い層に対しても興味関心を喚起する付加価値の高い情報の発信に取り組む。

新成人アンケートにおける地
域交流事業に対する好意的

な回答の割合 （％）

過去5年間の実績平均
が85.4％と高水準であ
り，更なる向上を目指
す。

　地域教育の場として，多くの新成人へ実施委員会の参加を促すことで，新成人が成人式の
意義を考えながら自分たちで作り上げる自分たちの成人式だという意識を醸成していくととも
に，地域の特性を生かしながら地域交流事業の内容を充実させることで，新成人が地域と改
めてつながり，地域の一員ということを自覚できる事業となるよう取り組んでいく。

○
外国人住民に向けた

地域理解促進
生涯学習課

国際交流プラザ

Ｒ４年度には各センター
で１回以上の実施とし，
現在の実施状況を踏ま
えて段階的に増やす。

○

市民共有の財産である歴史文化資源の活用を通じて，郷土への誇りや
愛着を醸成するため，「宇都宮市歴史文化基本構想」で導き出した本市
の歴史文化の特徴を語る「宇都宮の歴史を紐解く８ストーリー」の普及
啓発や出前講座をはじめ，「文化財めぐり」「文化財展示施設における
企画展」などの事業に取り組む。

成人式における
地域交流事業の推進

新成人を，地域を上げて祝い励ますとともに，地域社会の一員としての
自覚や，地域に育てられたことへの感謝の気持ちを持てるようにするた
め，地域の特性を活かした教育的意義のある地域交流事業を実施す
る。

地域かがやきプロジェク
ト事業による地域課題

解決学習の推進

外国人住民を対象とした，日本語や日本の生活習慣などの学習や，地
域の人たちとの交流等により，外国人住民の地域理解を促し，社会参
加につなげる取組を推進する。

地域学などとの連携を図りながら，「学習」と「活動」の循環を意識した
事業を各生涯学習センター等において推進する「地域かがやきプロジェ
クト」により，地域住民の協働による地域課題の解決や地域の活性化な
ど，持続的に発展する地域づくりの取組を促進するために，地域の個別
課題解決に向けた学習や各種地域団体の連携した学習を実施する。

館内G
636-0231

田井
2678

植木
2677

各生涯学習センターで
実施した，地域学講座
の受講者数（受講決定
者数）の積み上げ。段階
的に増やし，Ｒ４年度に
800人を目標とする。

市民の主体的学習活動や課題解決に役立つ資料や情報を提供するた
め，レファレンス事例のデータベースやパスファインダーを作成するとと
もに，関係機関と連携して市民大学や地域学関連講座等の際，テーマ
に沿った資料の選書・リスト作成を行いレファレンスサービスの利用促
進を図る。

利用者アンケート
レファレンスサービスを
利用された方の満足度
100％を目指す

うつのみや伝統（ふるさ
と）文化継承事業の推進

文化課

レファレンスに対する利用者
満足度（％）

市民や地域が抱える課題解決の支援には，様々な市民ニーズや今日的課題に対応できる
サービスの充実が重要であることから，レファレンス事例のデータベース化や外部講座への
資料提供を進めるなど，更なるサービスの充実や情報発信に取り組む。

地域学講座の受講者数
（人）

　令和元年度は，新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により，平成３０年度から受
講者が減少しているが，令和２年度も引き続き感染症への対応が必要であることから，適切
な対策を講じながら事業を進めていく。また，事業の実施にあたっては，市民に，自分の住む
地域の課題や魅力の発見・共有を促し，郷土愛や住民意識を醸成する講座として，各生涯学
習センターで積極的に取り組んでいく。

中央図書館
図書館レファレンス

サービスの利用促進

星野
2768

伝統文化の普及啓発事業の
延べ参加人数

伝統文化の普及啓発事
業の参加者数を段階的
に増やしていく。

地域学講座の充実

Ｂ
概ね順調

令和元年度は，新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により，平成３０年度から参加
人数が減少しているが，令和２年度も引き続き感染症への対応が必要であることから，適切
な対策を講じながら事業を進めていく。また，伝統文化連絡協議会と連携し，講座の内容や
実施時期など市民のニーズに合ったよりよい実施方法について検討していくほか，市内各地
参加意欲を高めるような情報発信に取り組む。

生涯学習課
みんなでまちづくり

課

生涯学習課

○

市民が，本市の歴史や守り伝えられてきた民俗芸能・伝統行事等への
理解を深め，郷土への誇りや愛着を醸成するため，宇都宮伝統文化連
絡協議会と連携しながら，「ふるさと料理教室」「民話の集い」「伝統文化
講座」「宮の祭り見学会」などの事業に取り組む。

地域づくりの取組を促進するきっかけとするため，全ての市民が地域課
題や魅力を発見・共有するとともに，郷土愛や住民意識を醸成する「地
域学」講座を実施する。

Ａ
順調

Ｂ
概ね順調

Ｂ
概ね順調

Ａ
順調

Ｂ
概ね順調

Ｃ
順調でな

い

41

43

44

45

再(9)
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令和２年度 栃木県社会教育委員協議会評議員の選出について 

 

栃木県社会教育委員協議会会則第９条に基づき，本市社会教育委員の会議から１名

の委員を選出することとなっている。 

 

１ 役  割   県及び市町村の社会教育委員相互の緊密な連携を図り，県社会教

育の振興に寄与することを目的として，社会教育委員の研修，調査

等の事業を実施する。 

 

２ 任  期  １年 

 

３ 選出委員  評議員（理事を兼ねる）１名 

 

 

理事：                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料２ 





                                 

 

 

「うつのみや人づくり推進委員会」への委員の推薦について 
 

社会総ぐるみによる人づくりの推進を図るため，学校，家庭，地域，企業の各関

係団体等から推薦された２２名の委員により構成する委員会。 

 

１ 役  割   「うつのみや人づくりフォーラム」に関すること及び，各団体間

の連携促進に関すること，社会総ぐるみによる人づくりの機運醸成

に係る審議等を行う。 

 

２ 任  期  １年 

 

３ 推薦委員  １名 

 

 

推薦委員：                

 

 

 

 

資料３ 
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「社会の要請」に対応する学習の提言書について 

 

◎ 趣旨 

  平成３０年３月に策定した「第３次宇都宮市地域教育推進計画」の効果的な推進に向け，激

しく変化し続ける現代の「社会の要請」に適切に対応していくため，提言書の作成について協

議するもの 

 

１ 社会情勢の変化 

○ 現在，我が国は，少子化による人口減少や急速な高齢化の進行，情報通信技術や交通手段

の発達によるグローバル化の進展，Society5.0 による新たな社会像が提唱されているなど，

さらなる社会の変化が見込まれている。 

◯ そのような中，地域社会においても，一人親世帯の増加など家庭環境の変容に伴う教育格

差や収入格差の拡大，若者の流出による地域の担い手の減少，つながりの希薄化による社会

的孤立の拡大など，様々な課題を抱えている。 

◯ また，国際的な動きとして，国連サミットで採択された「持続可能な開発目標」（ＳＤＧｓ）

は，「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と包摂性のある社会を実現するためのものであ

り，ＳＤＧｓを受けて策定された日本国内の実施指針においても，優先的に進める分野の一

つとして，「あらゆる人々が活躍する社会の実現」が挙げられている。 

◯ 本市においては，経済・社会・環境の三側面における新しい価値創出を通して持続可能な

開発を実現するポテンシャルの高いとして，令和元年度に「ＳＤＧｓ未来都市」に選定され

ており，地域の様々なステークホルダーと連携して，本市の特性を踏まえたＳＤＧｓを推進

していくこととしている。 

 

２ 「社会の要請」に応じた学習機会の必要性 

○ 社会情勢が激しく変化する中，取り組むべき課題が多様で複雑なものとなれば，その解決

のためにはより専門的・学問的な視点が重要となるなど，知識や情報を直接的な基盤とする

知識基盤社会は一層進んでいくことが見込まれる。 

◯ そのような中，全ての人が元気に活躍し続けられる社会，安心して暮らすことのできる社

会をつくるためには，誰もが生涯にわたり必要な学習を行い，その成果を個人の生活や地域

での活動等に生かすことのできる「生涯学習社会」の実現が重要であり，中でも社会教育を

基盤とした人づくり・つながりづくり・地域づくりは，住民の主体的な課題の発見，共有，

解決へとつなげていくものとしてこれまで以上に果たす役割が大きくなっている。 

◯ そのため，人口減少など地域が様々な困難に直面する中においては，趣味・教養など「個

人の要望」に応えた学習機会を提供することで自己実現へつなげるだけでなく，「社会の要請」

に応じた学習機会を提供することで，社会の中で自立し，他者と連携・協働しながら社会を

生き抜く力や地域の課題解決を担う力を育んでいくことが必要である。 

 

 

 

 

 

資料４ 

※「社会の要請」とは 

 教育基本法 第１２条「社会教育」の中で用いられている言葉。趣味・教養など「個人の

要望」とは異なり，高齢化や環境問題，防災など，安心して暮らせる社会を実現するために

解決を求められている課題，社会全体で考えていかなくてはならない課題のことを指す。 
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３ 提言書の作成について 

提言書の作成にあたっては，平成２６年度に作成した提言書『「社会の要請」と求められる学

習について』を基本としながら，現在の社会情勢等を踏まえた今日的課題の再整理と，その課

題解決に向けて積極的に取り組むべき学習を今後の会議で検討していく。 

① 今日的課題の再整理 

  人々の生活様式やニーズの多様化・複雑化に伴い，社会や地域における課題もさらに

多様なものとなっている中，これまでよりも対応が必要となっている分野や，これから

対応が必要となる分野を含めて課題を再度整理し直し，その具体的な課題の内容などに

ついてとりまとめる。 

  ② 課題解決に向けた学習 

  今日的課題を解決できる能力を育成するために必要な学習を整理することにより，こ

れからの社会に求められる人づくりを推進する中で積極的に取り組むべき学習を示して

いく。 

  

 ⇒（参考）平成２６年度に作成した提言書『「社会の要請」と求められる学習について』 

 

４ 今後のスケジュール 

  令和２年１０月 第２回社会教育委員の会議（提言書（素案）の提示，協議） 

      １２月 第３回社会教育委員の会議（提言書（案）の提示，協議） 

  令和３年 ３月 第４回社会教育委員の会議（提言書を教育委員会へ提出） 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提 言 書  

「社会の要請」と 

求められる学習について 

                  平成２６年１０月 

                                     宇都宮市社会教育委員の会議

 
提言にあたり 

 
我々を取り巻く社会環境は，長期にわたる人口減少局面を迎えており，今後，高齢化率の増加

や生産年齢人口割合の減少など，少子・超高齢社会への著しい変容が見込まれている。経済環境

については，政府は日本経済の持続的な成長を確固たるものにすべく，平成２６年６月に『「日本

再興戦略」改訂 2014』を閣議決定し，企業の収益水準・生産性の向上や女性のさらなる活躍促進

などに断固たる決意で取り組んでいるところである。このような中，新興国における産業基盤の

蓄積に伴う国内産業の競争力の低下，非正規雇用比率の増加に伴うワーキングプアといわれる若

者の増加，消費税率の引き上げに伴う個人消費の反落など，持続的経済成長社会の実現を期待し

ているにもかかわらず，不安的要素も払拭できない状況である。 
 
宇都宮市においても，総人口は平成２９年にピークを迎えた後，人口減少に転ずるものと予測

されており，平成４２年には，６５歳以上の高齢者の割合が２９％に達する見通しとなっている。

行政では，このような人口減少時代の到来を見据えた上で「第５次宇都宮市総合計画」を策定し，

「みんなが幸せに暮らせるまち」「みんなに選ばれるまち」「持続的に発展できるまち」の実現を

まちづくりの目標として掲げ，魅力あふれる宇都宮の構築に向けて取り組んでいる。 
 
我々は，宇都宮市の社会教育委員として，こうした社会・経済環境の変化を踏まえながら，一

人ひとりが豊かな人生を送れる社会を構築するためには，社会教育・生涯学習の振興を通じた「人

づくり」が緊要であると考えている。 
社会教育・生涯学習の振興を通じた「人づくり」とは，「社会の多様性を尊重しつつ，幅広い知

識や柔軟な思考力，課題を解決する力（自立した個人としての力）」とともに「社会性や公共性，

豊かな人間性など，個々人が社会の中で他者と連携・協働しながら様々な課題や問題を乗り越え

ていく力（社会を構成し，運営する力）」の養成である。 
 
これらの「人づくり」を，迅速かつ的確・着実に推進するためには，多くの市民が解決してい

かなければならない社会的課題や，それらを解決する上で必要な学習について，教育行政に携わ

る社会教育委員として，それぞれの立場から議論・検討し，方向性を導くことに，大きな意義が

あると考えている。 
このようなことから，社会教育委員の総意として，本市において可及的速やかに取り組むべき

学習課題，いわゆる『「社会の要請」と求められる学習について』ここに提言する。 

参考 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔提 言〕 

 

１ 「社会の要請」の高まり 

 近年の社会・経済環境の変化を背景として，特に以下に述べるような課題において早急な

対応が必要である。 

  「超高齢社会」への対応 

急激な高齢化の進展の影響は，医療や介護，年金等の社会保障制度の対応が大きな課題

であるだけでなく，高齢世帯の増加や高齢者の一人暮らしによる社会的孤立，活躍場所の

不足など，地域社会における身近な課題としてあらわれている。 

  「子育て・子育ち環境の変容」への対応  

少子化や核家族化，また高度情報化などの社会状況が，地域社会などにおける子どもの

育ちをめぐる環境や，家庭における子育て環境を変化させている。また，これにより，子

ども同士が遊びに集中し，互いに影響しあって活動する機会の減少など，人間関係の希薄

化や体験活動の不足により，自立意欲や社会適応力に欠ける青少年の増加が懸念される。 

  「格差社会」や「勤労観の変容」への対応  

家庭の社会経済的背景が，その後の就労をはじめとした「格差」や「貧困」などにもつ

ながるとの指摘がされており，子どもの将来や老後の生活に不安や孤立を感じ，悩みを抱

える家庭が増えている。また，雇用情勢の変化の影響が，若者の勤労意欲や社会の活力低

下につながることが問題となっている。 

  「規範意識・社会性の低下」への対応  

家族形態の変容や都市化，情報化の急速な進展，価値観やライフスタイルの多様化を背

景として，近所づきあいなどの住民同士の交流に対する意識が希薄になっている。また，

これにより，地域における歴史・文化の継承の途絶や，地域社会における規範意識の低下

が問題となっている。 

  「地域コミュニティの変容」への対応  

地域における人のつながりや連帯感，支え合いの意識の希薄化は，地域コミュニティに

おける互助・共助機能の低下を招くだけでなく，若い世代の地域活動への参加率低下や多

様化する地域の課題に関心を持たない，積極的に関わろうとしない大人の増加など，地域

コミュニティの自治機能を衰退させる原因となっている。 

 

２ 必要とされる学習 

これらの課題に対して，必要とされる学習は以下のとおりである。 

※（  ）は関係する課題

  子ども・青少年に関わる課題に対する学習 

  多様な体験活動  

（「子育て・子育ち環境の変容」，「規範意識・社会性の低下」） 

子ども・青少年においては，様々な学習を積み重ね，多くの人との出会いを通して，成

人としての自己を築く時期であり，学校，家庭，地域が相互に連携・協力し，ボランティ

ア活動や体験活動，世代間交流の促進など，子どもたちが社会に関わる多様な体験活動の

機会を創出していくことが必要である。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こうした課題に対する学習において最も大切なことは，人間同士の直接の触れ合いであ

る。実社会においては，生活体験・社会体験・自然体験などのあらゆる場面における直接

体験こそが重要であるとともに，体験活動を通して「思いやり」や「礼儀正しさ」など，

日本人が古来大切にしてきた規範意識や道徳心の醸成も図っていく必要がある。 

 職業観・勤労観の醸成  

（「格差社会」や「勤労観の変容」） 

青少年が職業に就き，社会経済的に自立することは，社会を生き抜く上での基盤である

とともに，社会にとっても持続的な発展を続ける上で欠かせないものである。雇用情勢が

不安定となる中，行政においては，学校や企業など多様な機関と連携を図りながら，青少

年の職業観・勤労観の育成や職業に関する知識・技術等の習得を支援することが必要であ

る。 

 

  成人に関わる課題に対する学習 

 子育て支援，家庭教育支援  

（「子育て・子育ち環境の変容」，「格差社会」や「勤労観の変容」） 

格差の進行や貧困など，家庭を巡る状況の変化は，個々の家庭の頑張りや努力だけでは

対応が難しい社会的問題となっており，こうした課題にあたっては，行政においては，教

育分野と福祉・労働・保健等の各分野が連携・協力し，親子の育ちを一層支援していくこ

とが必要である。 

  大人の道徳観の醸成  

（「規範意識・社会性の低下」，「地域コミュニティの変容」） 

周囲の人や地域とのつながりを持たない大人が増加しており，大人自身の気づきや意識

の変容が必要である。地域社会を構成する一員としての責任や役割を自覚し，子どもや他

の大人の模範となれるよう，モラルやマナーなど規範意識を高めるとともに，道徳観の醸

成を図る取組を一層推進していくことが必要である。 
 

  高齢者に関わる課題に対する学習 

  豊かな人生に向けた多様な学習の提供  

（「超高齢社会」） 

高齢者がリタイア後の人生を明るく安心して生活するためには，健康で生きがいのある

生活と地域社会との関わりが必要である。こうしたことから，高齢者に対する学習につい

ては，生涯学習センターなどの地域の様々な関連施設が，コミュニティビジネスを含めた

高齢者の生きがいの創出につながる講座や，近年大きな問題となっている高齢者を狙った

特殊詐欺に関する講座など，多様な学習プログラムを企画・提供することが必要である。

高齢者の学習については，身体的事由や意欲の低下など，学習活動の参加が困難な場合

もあることから，積極的な学習機会の提供や学習者の興味・関心を呼び起こすための啓発

活動など，きめ細かい配慮や工夫が必要である。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  地域住民に関わる課題に対する学習 

  地域コミュニティの強化  

（「超高齢社会」，「規範意識・社会性の低下」，「地域コミュニティの変容」） 

生活環境の整備や防犯・防災など，個人の力では解決できない様々な地域の課題に対応

していくためには，日頃から地域の住民同士がつながりを持ち支え合い，助け合う「互

助」・「共助」の関係のある地域コミュニティの構築が必要である。特に，超高齢社会の到

来により，地域コミュニティの役割や期待は益々高まってきており，地域における様々な

課題の解決を目的としてコミュニティが結びつき，多様性のある地域コミュニティの形成

が必要である。 

行き過ぎた個人主義の風潮や社会全体のつながりの希薄化等が問題となっている近年

においては，郷土愛の醸成や地域学講座など，今一度住民が地域に目を向け，地域と向か

い合うことができる取組を通して，地域コミュニティの強化を図ることが必要である。 

 

３ おわりに 

 この提言は，冒頭でも述べたように，社会教育・生涯学習の振興を通じたこれからの人づく

りを推進していく上で解決していかなければならない社会的課題や，必要な学習について議

論・検討し，とりまとめたものである。 

 人づくりにおいては，教育委員会に限らず，市役所の他部局や関係機関などにおいても様々

な取組が展開されており，それらの連携・協働は相当に進んでいるものの，急速な社会・経済

環境の変化における社会的課題の解決に向けた，多様な主体との連携・協働は，必ずしも十分

に進んでいるとは言い難い状況であると考えている。 

 今後，社会教育行政が，社会教育・生涯学習の役割を各地域において目に見える形で示して

いくためには，地域住民の絆の構築，地域コミュニティの形成，地域課題の解決といった地域

の総合的な課題に対応できるよう，地域の多様な主体との連携・協働によるネットワークの構

築を一層推進していくことが必要であり，行政においては，本提言を踏まえ関係部局が連携し，

効果的な取組が推進されることを期待し，提言するものである。 

 
宇都宮市社会教育委員 

上 野 修 一，吉 田 治，宇 賀 神 貴，勝 田 健 一，刀 川 啓 一， 
伊 藤 三 千 代，今 井 政 範，小 池 操 子，福 田 治 久，廣 瀬 隆 人， 
櫛 渕 澄 江，河 田 隆，坂 本 宏 夫，佐 々 木 一 隆，荻 野 久 一， 
山 尾 貴 則，橋 本 裕 文，髙 橋 美 幸，清 島 康 伸，小 平 美 智 雄 

（順不同）

 



（ＦＡＸ送信表） 

意見記入票 
 
宇都宮市教育委員会事務局 
生涯学習課生涯学習グループ 田井あて 
（ＦＡＸ ６３２－２６７５） 
 
 

「社会の要請」に対応する学習への意見について 
 

氏 名  

（意見） 
 

今日的課題 

について 

(例) 特に高度情報化が進む社会において，情報を得る能力や取り扱う能

力は極めて重要なものとなってきており，その能力の違いによって

生じる情報格差などは早急に対応していくべき課題である。 

 

課題解決に 

必要な学習 

(例) 情報機器を操作する能力はもちろんのこと，正しいもの，間違って

いるものが混在する膨大な情報の中から，ほしい情報を集める能力

や正しい情報を選ぶ能力，また，その情報を適切に取り扱う能力な

どの育成に取り組むべきである。 

 

提出：令和２年７月３１日（金）まで 




